　予算要求資料
平成２７年度３月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新公募型産学官連携短期課題解決研究事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部　産業技術課産学連携係　　電話番号：058-272-8354
　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　補正要求額：　3,000千円（現計予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	決定額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①
経緯

　県では、産学金官が連携して、高度技術者の育成、確保及び定着を支援し、地域経済の活性化を図るため「産学金官連携人材育成・定着プロジェクト」を平成２７年９月に立ち上げた。

　プロジェクトでは、高度技術者の育成、確保及び定着を支援するため、各種事業に取り組むこととしている。

②
現状と問題点

　就職に関して、中小企業が大学等から学生の紹介を受ける切っ掛けは「共同研究で大学教員と知り合った」という事が挙げられる。
　大学や県試験研究機関と共同研究する企業のほとんどは社内に研究開発部門を持つ中堅企業であり、県内製造業者の大半を占める中小企業にはその機会がほとんど無い。
　研究開発環境の無いこうした中小企業を支援するためには、大学や県試験研究機関の研究者で構成する開発チーム（研究ユニット）が企業の生産現場まで入り込み、研究開発を支援する必要がある。
　一方、企業ニーズ調査等では、企業から「若手技術者が企業の現場を知らない」という事が課題として挙げられている。

③
事業の目的

・県試験研究機関や大学等と共同研究する機会の少ない県内企業への支援と大学（学生）との出会いの場の創出
・県研究員が企業の現場で、実証から事業化段階の研究開発を経験することよる開発能力の高度化
・大学（学生）が大学教育の枠を超えた生産現場の研究開発を経験することよる即戦力化
（２）事業内容
　県試験研究機関や大学等との共同研究の機会が少ない中小企業に対し、新商品・新技術の開発、製品の高付加価値化、生産工程の改善など、短期間に解決が見込まれる具体的な課題を公募し、企業の現場に県試験研究機関の職員を派遣して、集中的に研究開発を進める。
　また、企業現場での研究開発の際に、県内大学等の教員、学生と連携し、県内研究者の英知を結集し、短期間に課題を解決する。
【経費負担の考え方】

・県研究員の開発能力の高度化を図る目的の事業であり、県試験研究機関に生じる経費は県が負担する。
・大学生に生産現場の研究開発を経験させ、即戦力な人材として育成し、県内企業への定着を促進する事業であり、大学のカリキュラム外で実施する事業であることから大学等に生じる経費は県が負担する。

・企業に生じる経費は企業が負担する。
（３）類似事業の有無

　職員が中～短期間企業の現場で研究開発する事業は、北海道、福島県など８都道府県の公設試験場で実施されているが、学官で連携して実施する類似事業は無い。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	旅費
	630
	研究員の旅費(@210千円×3課題)

	需用費
	1,401
	課題解決に要する消耗品、光熱水費等(@467千円×3課題)

	役務費
	33
	依頼する分析等の手数料等(@11千円×3課題)

	委託料
	930
	大学等に研究の一部を委託する経費(@310千円×3課題)

	使用料
	6
	課題解決の際に使用する機器使用料等(@2千円×3課題)

	合計
	3,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）「産学金官人材育成定着プロジェクト」での位置づけ
　産学金官人材育成・定着プロジェクトで、人材育成を担う関連事業として、県が実施する若手技術者を対象とした事業に掲げられている。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成32年度までに、大学や県試験研究機関と共同研究する機会の少ない企業（25社）との共同研究を実施する。

　また、県研究員（25名）を企業の現場に派遣し、企業現場での開発能力の高度化をはかる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	企業との共同研究数
	0
（H27）
	-
（H  ）
	-
（H  ）
	0

（H27）
	25
（H32）
	0.0％


	県研究員の派遣人数
	0
（H27）
	-
（H  ）
	-
（H  ）
	0
（H27）
	25
（H32）
	0.0％




○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　大学や県試験研究機関との共同研究等の支援機会が少ない企業に対する支援であり、そうした企業と大学や県研究機関との連携を強化する事業である。また、県研究員や大学の学生等が企業の開発現場を知識や経験を得る機会であり、技術者の開発能力の向上にも資する事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・研究開発部門を持たない県内中小企業は、大学等との共同研究機会が無く、大学等の教育を受けた高度技術者の確保が困難となっている。

・企業からは、「若手技術者・研究者が生産現場を知らない」という課題がよせられている。


（次年度の方向性）
	・大学等との共同研究機会の無い企業に対し、産学官共同研究の機会を創出する。
・共同研究を通じて、学生や県研究員が企業の現場に入り込み、中小企業の現場を体感しながら課題の解決に取り組む。


